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７ 用途廃止 

(2) 共有墓地 

 

行政財産は、行政目的を遂行するための物

的手段で、直接公の目的に供し、または供す

ることを決定した財産であるから、市が共有

墓地を行政財産と扱っていることの適否が

問題となる。 

この点につき、和解協定によれば、共有墓

地は当該寺院の管理下にあり、市の公有財産

である共有持分に対して実質的に市の関与

できる状況にはない。市の説明によると、和

解協定後の市の関与は、管理寺院からの市の

持分取得申出への対応のみとのことからす

ると、市は共有持分財産を有しているだけと

捉えるのが適当である。 

よって、和解協定に伴い、当該墓地所有に

よる行政目的は喪失したものと認められ、行

政財産としているのは不適切である。 

 

 

 

 

 

平成２４年２月に、行政財産としていた

共有墓地を、用途廃止して普通財産に変更

した。 

 


